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陸の豊かさと私たちの生活のつながり

「目標 15：陸の豊かさも守ろう」は、陸の生態系や森林を守り、回復させ、持続可能な方
法で利用していこうという目標です。私たち人間の活動により、地表の自然の 75％が改変
されたといわれています。森林破壊や砂漠化により野生の動植物が絶滅の危機にさらされ、
地球上の様々な環境に適応した生きものとそのつながりである生物多様性が失われていま
す。こうした状況は、私たちの生活にも大きな影響を及ぼします。たとえば、森林の消失で
動物が住みかを追われ人間と接触する機会が増えると、動物のウイルスが人間に感染するリ
スクが上昇します。新型コロナウイルス感染症により、私たちは、人が簡単に大規模な移動
をできるようになった時代に未知の感染症が起これば、簡単に国境を越えて広がり甚大な被
害をもたらしうることを経験しました。
また、近年日本各地で台風や洪水などの被害が増加していますが、世界各国においても異

常気象の影響は深刻になっています。異常気象による被害により、食料供給への影響も懸念
されています（ターゲット 15.1）。日本に住む住民に食料として供給される熱量（カロリー）
のうち、どのくらいが国内で生産されているかを示すのがカロリーベースの食料自給率とい
う統計ですが、この統計で測る日本の食料自給率は 37％（2020 年）と、農作物や食品の半
分以上を海外からの輸入に頼っています。異常気象や土壌の劣化などにより輸出国の農家や
畜産農家の生産に問題が起こると、私たちの消費生活は直接影響を受けます。 
それだけではありません。熱帯雨林では何億年もかけて固有の生態系が形成されているの

で、森が伐採されるとすぐには再生できず、そこに生息していた希少な生物や微生物などが失
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われてしまいます（ターゲット 15.5 , 15.6）。生態系の保全は道徳的に価値があるだけでな
く、私たちの生命を守ることにもつながります。熱帯雨林の動植物や菌類から発見される化
学物質は痛み止めや心臓病、ガン治療を含む医薬品に応用されて使われるなど、人間も多く
の恩恵を受けてきました。しかし、これらの生物が失われることで、人類は医薬品の原料を
発見する可能性を失ってしまうかもしれません。 
このように、日本国内だけでなく、世界に分布する森林や生態系、豊かな土壌は、ある国

や地域にあるものであっても、世界中の人々にとって必要なグローバルな公共財であり、世
界の陸の豊かさを守ることは、日本の私たちの持続可能な発展と暮らしにも不可欠です。しか
し、私たちはこれまで陸の豊かさの保全に十分な成功をおさめていません。アメリカの生物
学者ハーディンは、「コモンズ（共有地）の悲劇」という言葉で、アクセスが制限されない森
林のような共有資源を利用する場合に、個人の利益のみを追求すると、資源が過剰に使われ
て劣化し、やがてすべての人が利用する資源が失われる‘悲劇’がおこるメカニズムを示しま
した（Hardin 1968）。特に土地の所有権が明確でない開発途上国などでは、この問題が深刻
であると考えられています。しかし、2009 年にノーベル経済学賞を受賞したオストロムは、
地域の共有資源を事例に、自主的にルールを定めて共有資源の管理を行う可能性を示しまし
た（Ostrom 1990）。それでは、「陸の豊かさ」というグローバルな公共財を保全するために、
国際社会はどのようなアプローチを試みているのでしょうか。 

 
アブラヤシにみる森林減少 

 
森林破壊の大きな原因は農業であるといわれています。ラテンアメリカで生産されている

大豆、アフリカのカカオ、東南アジアのアブラヤシなどが代表例です。ここでは、アブラヤ
シを例にとってみていきましょう。アブラヤシ（写真１）はインドネシアやマレーシアで多
く植えられ、その実（写真２）からパーム油を採取します。日本の食品表示では、パーム油
は「植物油脂」として表示されるか、あるいはお菓子などに使われる「ショートニング」や
「マーガリン」の原料として使われます。パーム油と明確に表示されることが少ないのであ
まり知られていませんが、私たちは日常生活のさまざまな場面でパーム油を消費しています。
たとえば、インスタント・ラーメンの揚げ油やチョコレートなどの食品、さらには石鹸や化粧
品などの原料として使われています。アブラヤシは、熱帯地域の太陽の恵みをうけ一年中生
産できることから、大豆油や菜種油など他の植物油と比べても生産性が高く、比較的安い価
格で供給されています。このため、パーム油に対する世界的な需要はこれまで増加を続けて
きました。パーム油の二大生産国であるインドネシアやマレーシアでは、需要の増大に応え
るために 1980 年以降農地を拡大し、インドネシアでは 1980年から 2021 年の間にアブラヤ
シ農園の面積は 50 倍にも増加しました。農地の拡大は、すでに開墾された土地のほか、新
たに熱帯雨林を伐採して行われました。熱帯雨林の減少により、マレーシアとインドネシア
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が国境を接するボルネオ島に生息するオランウータンの生存が脅かされていることが報道
され、パーム油産業が生物多様性を犠牲にしていると象徴的に語られています。 
 
陸の豊かさを守るために考えなければいけないこと 

 
アブラヤシ農園の拡大による熱帯雨林の減少を食い止め、生態系を保護する取り組みは喫

緊の課題です。しかし森林保護にかかわる課題は、インドネシアやマレーシアのアブラヤシ
農園やパーム油を原料に食品などを作る企業、生産国政府だけで解決することはできません。
生産国政府が森林破壊を食い止めるための規制を導入しても実施は簡単ではありません。ま
たパーム油を原料にする企業は、私たち消費者がパーム油を使う食品や製品を多く需要すれ
ばより多く作ろうとします。そして国内外からパーム油に対する需要が増えれば、農家はよ
り多く生産しようとします。生産量を増やすために、農家がすでに開墾している土地の生産
性を高める農法を使えばよいのですが、それが難しい場合には、新しい土地を開墾すること
となり、さらなる森林破壊につながる可能性がでてきます。 
それでは私たちは、パーム油を使わないようにした方がよいのでしょうか。答えはそう簡

単ではありません。なぜなら、私たち、とりわけ途上国の人々にとって植物油は欠かせない
存在だからです。植物油のなかでも土地面積あたりの生産量が多いパーム油は、増え続ける
世界の人口、特に途上国の人々にとって重要な食料です。また、パーム油の需要が減ると、
生産者が打撃を受けます。パーム油生産量の 4 割は小規模農家によるといわれていますが、
需要の減少は小規模農家の生活に打撃を与えることになります。小規模農家には貧困状態に
ある人々も含まれ、困窮した人々は生活のため、さらに土地開墾を進め森林を伐採して土地
や木材の利用などを行わざるをえないかもしれません。パーム油生産と森林保護を両立する
ためには、森林破壊がどのようにおこってしまうのかを理解し、世界の食料としてパーム油
が必要であること、森林や生物多様性を守り、そして生産に携わる人たちが貧困から脱する
ための仕組みを提供することを同時に考えていくことが不可欠です（ターゲット 15.9）。こ
のため、近年国際社会では、アブラヤシ農家をはじめ、パーム油を原料に使う企業、パーム
油産業に投資する銀行、現地の環境や社会課題を考える NGO、生産国と消費国政府、そし
てパーム油を需要する私たち消費者など様々な利害関係者が課題の解決に役割を果たしてい
く必要があると考えられています（ターゲット 15.a, 15.b）。 
 
消費者や消費国の政府にできることはあるのか 

 
熱帯地域で生産されるパーム油のような農産物の消費者である私たちは、森林保護のため

に何ができるでしょうか。近年森林保護や持続可能な農業に世界の消費者が積極的に貢献し
ていくための仕組みが作られてきています。その一つが、持続可能な方法で生産を行ってい



 

4 

る企業や農園のパーム油を識別し、そこで作られたパーム油を使った食品や製品を消費者が
買おうというものです。持続可能なパーム油の需要が高まれば、より多くの農家が持続可能
な農業に移行していくインセンティブ（動機）を持つでしょう。このような取り組みは、持
続可能性認証という仕組みを通じて行われています。まず農家がアブラヤシを育てている土
地が森林伐採をした土地でないことを示し、さらに労働や人権などほかの持続可能性の基準
を満たしたうえで、それを専門の監査会社が確かめます。適合していれば､企業はそのパー
ム油を使った商品に、決められたラベルを貼ることができます。消費者は、ラベルがある商
品を手に取ると、森林破壊が起こらないよう配慮して生産された原料を使っていることを確
認して購入することができます。パーム油の認証には、たとえば、民間の認証団体が策定し
た RSPO（Roundtable on Sustainable Palm Oil）やマレーシア政府機関が導入した MSPO
（Malaysian Sustainable Palm Oil）などがあります。そして、このような持続可能性ラベル
はパーム油だけではなく、様々な農作物や森林、水産資源などを対象に作られています。 
また、持続可能性ラベル以外にも、森林保護に向けた消費国政府による取り組みが行われ

ています。欧州連合（EU）は 2003年から FLEGT（森林法の施行・ガバナンス・貿易）と
呼ばれる行動計画のなかでインドネシア、マレーシアを含む複数国と協定を結び、違法伐採
などが行われていない、合法性が確認された木材の輸入を促進しています。また 2021 年、
インドネシアとスイスの間で、定められた持続可能性認証を取得したパーム油であれば、関
税を優遇する貿易協定が結ばれました。日本も農林水産省が 2021 年に「みどりの食料シス
テム戦略」を策定し、2030 年までに食品企業における持続可能性に配慮した輸入原材料調
達の実現を目指すことにしています。今後も貿易協定や国際協力のなかで、消費国が生産国
の森林保護の取り組みに関与していく方向性が目指されるでしょう。 

 
SDGs陸の豊かさのために 

 
日本に住む私たちの食事や消費財は、海外、とりわけ開発途上国の農業に支えられていて、

生産国の農業のありかたは森林保全に影響を与えています。森林が減少していくことは、気
候変動や食料供給を通じて、私たち人類の未来へのリスクとなっています。地理的には離れ
ていますが、日本にいる私たちにも取り組めることはあります。まず私たちの消費生活は、
国内だけでなく、海外の陸の豊かさの保全にも影響力をもっていることを理解することが重
要です。私たちが消費している食品や消費財がどこで生産されているのか、あるいは持続可
能な農業を後押しするためにはどうしたらよいのかといったことに関心をもつことが陸の
豊かさを守る動きにつながります。持続可能性ラベルは多くの取組みのなかの一つで、まだ
その影響力は大きくありません。しかし、私たちがそのラベルの意味や役割を知り、それが
どのように役に立つのか、どのように貢献していけるのかを考えてみることは重要だと思い
ます。消費者として私たちが、SDGs、そして陸の豊かさ目標を通じて、国内だけでなく、

https://rspo.org/
https://www.mpocc.org.my/
https://www.mpocc.org.my/
http://www.env.go.jp/nature/shinrin/fpp/certification/index2-6.html
https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/midori/index.html
https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/midori/index.html
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海外の課題にも目を向けることはたとえ小さな一歩であっても貢献するための行動をおこ
すきっかけになるのではないでしょうか。■ 
 
※この記事の内容および意見は執筆者個人に属し、日本貿易振興機構あるいはアジア経済研究所の公式意

見を示すものではありません。 

 
さらに学びたい人へ 
いくつかのパーム油認証の違いについては以下のページでも説明しています。 
・「パーム油から考える SDGs」（NHK視点論点、2021年 1 月 12日） 
・「パーム油持続可能性認証にみる環境と開発――南北問題の再燃」（アジ研ポリシー・ブリ   
ーフ 118、2018 年）  

 
写真の出典 
 写真１ CEphoto, Uwe Aranas, Kunak District, Sabah, Malaysia: IOI Baturong Palm Oil 

Mill（CC BY-SA 3.0）. 
 写真 2 T.K. Naliaka, Elaeis guineensis - noix de palme oil palm - harvesting fruits from 

the cluster（CC BY-SA 4.0）. 
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写真 1 マレーシアのアブラヤシ農園と搾油工場（©CEphoto, Uwe Aranas） 

 

 

写真 2 アブラヤシの実の房と実 


	陸の豊かさと私たちの生活のつながり
	アブラヤシにみる森林減少
	陸の豊かさを守るために考えなければいけないこと
	消費者や消費国の政府にできることはあるのか
	SDGs陸の豊かさのために
	さらに学びたい人へ
	写真の出典
	参考文献
	著者プロフィール



